
第２７号議案 

 

 

町田市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する

条例 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和５年(２０２３年)２月２１日 

 

                                        提出者  町田市長職務代理者 

                        町田市副市長  榎 本 悦 次 



町田市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する

条例 

町田市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（昭和６０年９月町田

市条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

次の表に掲げる規定の下線を付した部分について改正する。 
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改正後 改正前 

   町田市地区計画の区域内における建築物の制限等に関する条例    町田市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）

第６８条の２第１項及び第５項の規定に基づき、地区計画の区域内における建築物

の用途、構造及び敷地に関する制限等を定めることにより、適正な都市機能と健全

な都市環境を確保することを目的とする。 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）

第６８条の２第１項の規定に基づき、地区計画の区域内における建築物の用途、構

造及び敷地に関する制限を定めることにより、適正な都市機能と健全な都市環境を

確保することを目的とする。 

（建築物の用途の制限の緩和）  

第３条の２ 別表第３の左欄に掲げる計画地区においては、当該地区に適用される用

途地域内の建築物の用途の制限にかかわらず、同表の右欄に掲げる建築物を建築す

ることができる。 

 

別表第１（第２条関係） 別表第１ 

番号 区分 

略 略 

３９ 令和５年１月町田市告示第３１９号に定める町田都市計画木曽山崎

地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域（次の表及

び別表第３において「木曽山崎地区地区整備計画区域」という。） 

略 略 

４６ 令和４年１１月町田市告示第２６６号に定める町田都市計画境川団

地地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域（次の表

において「境川団地地区地区整備計画区域」という。） 
 

番号 区分 

略 略 

３９ 平成２６年３月町田市告示第６０２号に定める町田都市計画木曽山

崎地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域（以下次

表において「木曽山崎地区地区整備計画区域」という。） 

略 略 
 

別表第２（第３条、第４条―第８条関係） 別表第２ 

１～３８ 略 １～３８ 略 

３９ 木曽山崎地区地区整備計画区域 ３９ 木曽山崎地区地区整備計画区域 

（あ） （い） （う） （え） （お） （か） （き） （あ） （い） （う） （え） （お） （か） （き） 
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計画地

区の区

分 

建築するこ

とができる

建築物 

建 築

物 の

容 積

率 の

最 高

限度 

建 築

物 の

建 蔽

率 の

最 高

限度 

建築物の

敷地面積

の最低限

度 

建築物の外壁等

の面から敷地境

界線までの距離

及び適用除外の

建築物等 

建築物

の高さ

の最高

限度 

距離 適用除

外の建

築物等 

最

高

の

高

さ 

軒

の

高

さ 

略 略 略 略 略 略 略 略 略 

公共・

公益施

設地区 

略 略 略 略 略 略 略 略 

健康増

進関連

拠点地

区 

次に掲げる

建築物以外

の建築物 

（１）一戸

建ての

住宅 

（２）長屋 

（３）共同

住宅 

１ ０

分 の

８ 

１ ０

分 の

４ 

５００平

方メート

ル。ただ

し、専ら

防災のた

めに設け

る備蓄倉

庫の用途

に供する

建築物の

敷地につ

いては、

この限り

でない。 

町田都

市計画

木曽山

崎地区

地区計

画図に

表示す

る距離 

専ら防

災のた

めに設

ける備

蓄倉庫

の用途

に供す

る建築

物 

２

０

メ

ー

ト

ル 

― 

 

計画地

区の区

分 

建築するこ

とができる

建築物 

建 築

物 の

容 積

率 の

最 高

限度 

建 築

物 の

建 蔽

率 の

最 高

限度 

建築物の

敷地面積

の最低限

度 

建築物の外壁等

の面から敷地境

界線までの距離

及び適用除外の

建築物等 

建築物

の高さ

の最高

限度 

距離 適用除

外の建

築物等 

最

高

の

高

さ 

軒

の

高

さ 

略 略 略 略 略 略 略 略 略 

公共・

公益施

設地区 

略 略 略 略 略 略 略 略 

 

４０～４５ 略 ４０～４５ 略 

４６ 境川団地地区地区整備計画区域  

（あ） （い） （う） （え） （お） （か） （き）  
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計 画

地 区

の 区

分 

建築すること

ができる建築

物 

建 築

物 の

容 積

率 の

最 高

限度 

建 築

物 の

建 蔽

率 の

最 高

限度 

建 築

物 の

敷 地

面 積

の 最

低 限

度 

建築物の外壁等の面

から敷地境界線まで

の距離及び適用除外

の建築物等 

建 築

物 の

高 さ

の 最

高 限

度 

距

離 

適用除外の建

築物等 

最

高

の

高

さ 

軒

の

高

さ 

セ ン

タ ー

北 地

区 

次に掲げる建

築物以外の建

築物 

（１）一戸建

ての住宅 

（２）長屋 

（３）共同住

宅 

（４）自動車

教習所 

（５）マージ

ャン屋、

ぱちんこ

屋、射的

場、勝馬

投票券発

売所、場

外車券売

場その他

これらに

類するも

の 

（６）カラオ

ケボック

― ― ５ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 

町

田

都

市

計

画

境

川

団

地

地

区

地

区

計

画

図

に

表

示

す

る

距

離 

次の各号のい

ずれかに該当

する建築物等 

（１）外壁等の

中 心 線 の

長 さ の 合

計 が ３ メ

ー ト ル 以

下 で あ る

もの 

（２）軒の高さ

が２．３メ

ー ト ル 以

下 で 、 か

つ、床面積

の 合 計 が

５ 平 方 メ

ー ト ル 以

内 で あ る

物 置 そ の

他 こ れ に

類 す る 用

途（自動車

車 庫 を 除

― ― 
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スその他

これに類

するもの 

（７）工場（自

家販売の

ために食

品製造業

を営むも

の及びク

リーニン

グ業、自

動車販売

業その他

これらに

類するサ

ービス業

を営む店

舗に附属

するもの

を除く。） 

く。）に供

するもの 

（３）町田都市

計 画 境 川

団 地 地 区

地 区 計 画

の 決 定 に

係 る 都 市

計 画 法 第

２ ０ 条 第

１ 項 の 規

定 に よ る

告 示 の 際

現 に 存 す

る建築物 

 

セ ン

タ ー

南 地

区 

次に掲げる建

築物以外の建

築物 

（１）一戸建

ての住宅 

（２）長屋 

（３）自動車

教習所 

（４）マージ

ャン屋、

ぱちんこ

屋、射的

場、勝馬

投票券発

売所、場

外車券売

― ― ５ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 

町

田

都

市

計

画

境

川

団

地

地

区

地

区

計

画

次の各号のい

ずれかに該当

する建築物等 

（１）外壁等の

中 心 線 の

長 さ の 合

計 が ３ メ

ー ト ル 以

下 で あ る

もの 

（２）軒の高さ

が２．３メ

ー ト ル 以

下 で 、 か

つ、床面積

の 合 計 が

― ― 
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場その他

これらに

類するも

の 

（５）カラオ

ケボック

スその他

これに類

するもの 

（６）工場（自

家販売の

ために食

品製造業

を営むも

の及びク

リーニン

グ業、自

動車販売

業その他

これらに

類するサ

ービス業

を営む店

舗に附属

するもの

を除く。） 

図

に

表

示

す

る

距

離 

５ 平 方 メ

ー ト ル 以

内 で あ る

物 置 そ の

他 こ れ に

類 す る 用

途（自動車

車 庫 を 除

く。）に供

するもの 

（３）町田都市

計 画 境 川

団 地 地 区

地 区 計 画

の 決 定 に

係 る 都 市

計 画 法 第

２ ０ 条 第

１ 項 の 規

定 に よ る

告 示 の 際

現 に 存 す

る建築物 

 

住 宅

地区 

次に掲げる建

築物以外の建

築物 

（１）一戸建

ての住宅 

（２）長屋 

（３）自動車

車庫 

― ― ５ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル 

町

田

都

市

計

画

境

川

団

地

次の各号のい

ずれかに該当

する建築物等 

（１）外壁等の

中 心 線 の

長 さ の 合

計 が ３ メ

ー ト ル 以

下 で あ る

もの 

１

７

メ

ー

ト

ル 

― 
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地

区

地

区

計

画

図

に

表

示

す

る

距

離 

（２）軒の高さ

が２．３メ

ー ト ル 以

下 で 、 か

つ、床面積

の 合 計 が

５ 平 方 メ

ー ト ル 以

内 で あ る

物 置 そ の

他 こ れ に

類 す る 用

途 に 供 す

るもの 

（３）町田都市

計 画 境 川

団 地 地 区

地 区 計 画

の 決 定 に

係 る 都 市

計 画 法 第

２ ０ 条 第

１ 項 の 規

定 に よ る

告 示 の 際

現 に 存 す

る建築物 

 

別表第３（第３条の２関係）  

計画地区 建築物 

木曽山崎地

区地区整備

計画区域内

健康増進関

連拠点地区 

（１）次に掲げる要件を満たす工場 

ア 主として共同給食調理場の用に供すること。 

イ 調理業務の用に供する部分の床面積の合計が３，０００平

方メートル以内であること。 

ウ 原動機の出力の合計が２，５００キロワット以下であるこ
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と。 

（２）町田市が設置する小学校及び中学校の学校給食（以下この号

において単に「学校給食」という。）により生じた廃棄物のみ

を処理する処理施設で、次のいずれかの用に供するもの（その

用に供する部分の床面積の合計がそれぞれ５０平方メートル

以内のものに限る。） 

ア 学校給食により生じた紙製容器の再資源化（当該紙製容器

のうち有用なものの全部又は一部を紙製容器の原材料とし

て利用することができる状態にすることをいう。） 

イ 学校給食により生じた食品残さの堆肥化 

（３）体育館（体育館の用途に供する部分の床面積の合計が３，０

００平方メートル以内のものに限る。） 

（４）観覧場（客席の部分の床面積の合計が２００平方メートル未

満のものに限る。） 

（５）集会場 

（６）事務所 
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附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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